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気候資金ガバナンスに見るグローバル・タックスと 

地球環境ガバナンスの交差 

―グリーン気候基金の現状とゆくえを中心に― (1) 

上村 雄彦 

 

 

はじめに―巨額の資金の不足とガバナンスの欠如 

 

気候変動、森林破壊、水資源の汚染と枯渇など、地球環境破壊はますます

深刻度を増している。これらの原因として、これまで経済優先の経済社会、

環境コストの外部化、大量生産・大量消費・大量廃棄型ライフスタイルなど

多くの要因が考究されてきたが、まだ十分には探求されていない分野がある。

それは、地球環境対策にかかる巨額の資金の不足、ならびに地球環境問題を

効果的に管理する地球環境ガバナンスの欠如の問題である(2)。 

 世界の約 500 の環境 NGO で構成される気候行動ネットワーク（CAN: 

Climate Action Network）は、気候変動の適応には年間 500億ドル、緩和に

は年間 600億ドル、技術移転と普及には年間 500億ドル、途上国の森林減少

対策には年間 350億ドル、合計で年間 1950億ドル（約 19兆 5000億円。1

ドル=100 円で計算。以下同様）が必要との試算を行っている（寺島委員会 

2010：33-34）。また、国際エネルギー機関（IEA: International Energy Agency）

によると、2050年までに世界の二酸化炭素排出総量を 2005年レベルから半

減させるには、実に年間 1兆 1000億ドル（約 110兆円）かかると試算して

いる（IEA 2008: 4）。2013 年度の世界の政府開発援助（ODA: Official 

Development Assistance）の総額が 1348 億ドルであることに鑑みると

（OECD 2014）、気候変動や森林破壊など地球環境対策に必要な費用を賄う

には程遠く、行うべき対策が取られない理由が浮かび上がる（上村・池田 
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2014: 246）。 

同時に、地球環境問題を解決するためには、公正で、効果的なグローバル・

ガバナンスが必要であるが、現在そのようなガバナンスは存在していないと

思われる。1972 年に設立された国連環境計画（UNEP: United Nations 

Environment Programme）の創設時から 20年間の予算総額は 10億ドル以

下であり、職員数も 300～400 名で、各国の環境関係省庁の平均人数よりも

少ない（高木 2007: 2）。1991年に世界銀行、国連開発計画（UNDP: United 

Nations Development Programme）、UNEP が創設した地球環境ファシリ

ティ（GEF: Global Environment Facility）は、途上国及び市場経済移行国

が、地球規模の環境問題に対応した形でプロジェクトを実施する際に追加的

に負担する費用につき、原則として無償資金を提供しているが、1991年から

2009年の 18年間で 88億ドルが拠出されたのみである(3)。しかも、後述のと

おり、GEFはドナーである先進国の意向が強く反映されるガバナンスになっ

ているため、多くの途上国が反発している（寺島委員会 2010: 39）。 

 したがって、地球環境危機を乗り越えるために現在最も要請されることは、

まずは地球環境対策に必要な資金を創出することであり、次に十分な資金を

裏付けにした公正な地球環境ガバナンスを構築することにあると考えられる

（上村・池田 2014: 246）。 

 そこで、本論では、まずいかにして必要な資金を創出するかという課題に

ついて、グローバル・タックスに着目し、その税収規模、ならびにグローバ

ル・ガバナンスに与える影響を考察する。次に、あるべき地球環境ガバナン

スを検討するために、気候資金分野でのガバナンスに焦点を絞り、その歴史

を辿った上で、2011年 12月に創設された「グリーン気候基金（GCF: Green 

Climate Fund）」について詳細に吟味する。 

 とりわけ、GCFは途上国の気候変動対策のために、年間 1000億ドル（約

10兆円）を調達することをめざしており、到底ODAの増額で賄える域では
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ない。そこで、登場するのが上述のグローバル・タックスである。グローバ

ル・タックスの導入によって、どの程度気候変動に要する資金需要が満たさ

れ、公正な気候資金ガバナンスが構築されるのか―これらを明らかにするこ

とが本論の目的である。 

 

 

1．グローバル・タックスの可能性 

 

 2010 年 2 月、潘基文国連事務総長は、気候変動対策に必要な資金をいか

に調達するかという課題を検討するために、気候資金に関するハイレベル諮

問グループを創設した。諮問グループが出した最終報告書の主要な結論は、

2020 年まで毎年 1000億ドル規模の資金調達は可能だが、ODA の増額や多

国間開発銀行の増資などの従来の資金だけでは達成できないので、新たな資

金創出のアプローチが不可欠であるというものであった（High-Level 

Advisory Group 2010）。そのアプローチの主柱がグローバル・タックスであ

る（上村・池田 2014: 254）。 

 グローバル・タックスとは、「グローバルな資産や活動にグローバルに課税

し、グローバルな活動の負の影響を抑制しつつ、グローバル公共財の供給や

グローバル公共善の実現ために、税収をグローバルに再分配する税のシステ

ムのこと」をいう（Uemura 2007: 114; 上村 2009: 177-178）。 

 このグローバル・タックスには、3 つの潜在的可能性がある。それはグロ

ーバル・タックスを通じた、①資金創出であり、②政策効果であり、③グロ

ーバル・ガバナンスを変革する可能性である（上村 2009; 2012; 2013; 2014a; 

2014b; 2014c; Uemura 2012）。本論は、地球環境問題を解決するための資金

調達と公正なガバナンスの探求に焦点を当てているので、②を割愛し、以下

①と③について概観してみたい(4)。 
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  (1) グローバル・タックスの税収 

 諮問グループは、民間資本、炭素市場、多国間開発銀行を通じた資金供給

とともに、国際炭素税、国際航空税、国際船舶税、金融取引税などのグロー

バル・タックスもその資金源として提示し、分析を行っている。先進国が二

酸化炭素 1トン当たり 20－25ドルの炭素税を課し、税収の 10％を気候資金

に拠出すれば年間 300 億ドル、国際航空や船舶に課税し、税収の 25－50％

を気候資金にまわせば年間 100 億ドル、金融取引税の税収の 25－50％を気

候変動に充てるとすると、0.001%の税率で 20億ドル、0.01％で 270億ドル

の資金調達が可能となると論じている（High-Level Advisory Group 2010: 

5-6, 25; 上村 2014a: 130; 上村・池田 2014: 254）。 

 また、国連は、2012年 7月に『世界経済社会調査 2012』を発表し、気候

変動を含む地球規模課題の解決のために、年間 4000 億ドル規模の新たな資

金創出方法を提案している。それは以下の 4 つの柱からなる。第一の柱は、

先進国が 1 トン当たり 25 ドルの炭素税を実施し、税収を国際協力に用いる

ことである（税収見込みは年間 2500億ドル）。次に、税率 0.005%の通貨取

引税をドル、ユーロ、円、ポンド取引に課税することであり（年間 400億ド

ル）、第三に、現在実施に向けて検討されている欧州金融取引税（年間 710億

ドル）の一部を地球公共財にまわすことである(5)。最後の柱は、国際通貨基金

（IMF: International Monetary Fund）の特別引出権を活用することである

（年間 1000億ドル）（United Nations 2012; 上村 2014a: 130; 上村・池田 

2014: 254）。  

 ここで注目されるのは、諮問グループも国連も、グローバル・タックスを

主要な資金源として正面から打ち出していること、そしてその税収規模であ

る。諮問グループでは 670億ドル（金融取引税の税率を 0.01%とした場合）、

国連では 2900 億ドル（＋欧州金融取引税の一部）の規模となる。現在の世

界の ODA の合計が 1348億ドルであることに比して、670－2900億ドルは
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相当な規模となる。さらに、オーストリア経済研究所のシュテファン・シュ

ルマイスター（Stephan Schulmeister）は、仮に金融取引税を欧州に加えて、

主要な国々で実施した場合、0.01％で 2860 億ドル（約 28 兆 6000 億円）、

0.05％で 6550億ドル（約 65兆 5000億円）という巨額の税収が得られると

試算している（Schulmeister 2009: 12-15; 上村 2013: 250; 2014a: 130; 

2014b: 71; 上村・池田 2014: 255）(6)。 

 グローバル・タックスによる税収は、IEAのいう年間 1兆 1000億ドルに

は及ばないが、CANの提示する年間 1950億ドルやGCFが目標とする年間

1000 億ドルという気候変動に対処するために必要な資金を十分に満たすこ

とがわかる。ここに、グローバル・タックスの資金創出の可能性が明確に浮

かび上がる（上村・池田 2014: 255）。 

 

(2) グローバル・タックスとグローバル・ガヴァナンス 

 グローバル・タックスの真骨頂は、本節で展開するとおり、現状のグロー

バル・ガバナンスを変革する可能性にある。グローバル・ガバナンスについ

て統一した定義はないが、ここではさしあたり「グローバルなレベルにおけ

る多様なアクターによる課題設定、規範形成、政策形成・決定・実施を含め

た共治」としておこう（上村 2009: 45）。 

 また、グローバル・ガバナンスはミクロレベルとマクロレベルにわけて考

えることもできる。ここでいうマクロレベルとは上記の定義そのものである

が、ミクロレベルとは、グローバル・ガバナンスの中でも国際機関における

意思決定のあり方を指す。特に各機関の理事会の構成（先進国と途上国理事

の比率や政府代表以外のステークホルダーの参加の度合いなど）と意思決定

方法（１国１票制か加重表決制かなど）が具体的な中身となる(7)。 

 以上の定義を踏まえて、現在のグローバル・ガバナンスを象徴的に表現す

れば、「１％の、１％による、１％のためのガバナンス」、すなわち、少数の
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強国や強者が、大多数の小国や弱者を犠牲にして、自分たちに都合のよいル

ールを制定するなど、民主性も、透明性も、アカウンタビリティ（説明責任）

も欠いたガバナンスということができる（上村 2014c: 79）。 

具体的には、大多数の国々を蚊帳の外に置く G8（主要 8 カ国首脳会議）

やG20（20カ国財務相・中央銀行総裁会議）であり、わずか 5カ国が拒否権

を持つ国連安全保障理事会であり、出資金の大きさが意思決定に影響を及ぼ

す IMFや世界銀行の加重表決制である。気候変動の分野で言うと、気候資金

を扱うGEFは1国1票制と加重表決制の二重加重多数決制（double majority）

を採用している。いずれのガバナンスも多くの途上国に不利なばかりでなく、

市民社会など政府代表以外のステークホルダー（利害関係者）は意思決定の

中核から外されており、多様な声を反映させることができない。これでは、

あらゆる国家は言うまでもなく、国家以外のアクターも一致協力して強力に

取り組む必要のある地球環境対策は困難であろう（上村 2014a: 132）。 

 しかし、もしグローバル・タックスが実施されれば、そのようなガバナン

スは変更を迫られることになる。なぜなら、グローバル・タックスを実施す

れば、納税者が桁違いに多数で多様になるからである。ミクロレベルでいう

と、そのような納税者に説明責任を果たすためには、グローバル・タックス

を財源とする国際機関は既存のガバナンスよりも透明で、民主的で、説明能

力と責任を有することが強く要請される（上村 2014b: 73-74）。 

 このあたりについて、もう少し説明を加えておこう。一般に国際機関は各

国の拠出金によって運営されるため、大きな制約を受けている。まずは、意

思決定の面である。その中核となるのは理事会であるが、これは各国の政府

代表から構成される場合がほとんどである。各国代表の第一の関心事はまず

は国益であり、地球益は二の次になることが多い。次に、財源についても、

各国から拠出金が出されなくなれば、特に大口の拠出金を出す大国から資金

が来なくなれば、その機関は立ち行かなくなるので、財政面での自立性に乏
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しい。実際に、国連は最大の拠出国であるアメリカが長期間にわたり拠出金

を滞納していたため、極めて苦しい財政運営を強いられた。また財政面での

各国、特に大国への依存は、政策面でもこれらの国々に配慮せざるを得ず、

十分な自律性を保つことができないということを意味している。 

それに対し、航空券連帯税というグローバル・タックスを財源とする国際

機関である UNITAID（国際医薬品購入ファシリティ）の理事会は、創設国

（フランス、ブラジル、チリ、ノルウェー、イギリス）とスペインから 6名、

アフリカ連合、アジアから各 1名ずつ、 市民社会から 2名、財団から 1名、

世界保健機関（WHO: World Health Organization）から 1名の合計 12名の

理事で構成されている（上村 2009: 293-294; 2012: 163; 2013: 251; 2014a: 

132; 2014b: 75; 2014c: 90）(8)。また、UNITAIDは同機関の理事会に入って

いない国々、NGO、企業などのステークホルダーの意見を反映させるために、

2007 年 5 月に諮問フォーラムを創設し、民主的な運営を試みている（上村 

2009: 299; 2012: 164; 2014b: 75; 2014c: 90; Taskforce 2010: 30）(9)。すなわ

ち、UNITAID の理事会は、政府代表だけでなく、市民社会、財団、国際機

関も理事になり、意思決定に市民社会や現場の想いなど、多様な意見を反映

させ、国益を超えた利益のための決定を試みているといえるだろう。 

さらに、話をマクロレベルに拡大すると、グローバル・タックスを財源と

する国際機関は、従来のそれとは異なり、財政的に自立性を確立し、主権国

家、特に大国の「くびき」からもある程度解き放たれる可能性もある。すな

わち、財政的な自立性を確保することで、各国の国益に捉われず、純粋に地

球益の実現に向かって政策を策定し、活動を展開する可能性が開けるのであ

る。したがって、今後航空券連帯税に加えて、金融取引税、地球炭素税、武

器取引税などさまざまなグローバル・タックスが導入され、それに伴って次々

と独自の財源と多様なステークホルダーによる意思決定を備えた超国家機関

が創設されれば、現在の強国・強者主導のグローバル・ガバナンスは、全体



52 

として大きく変革を迫られることになるだろう（上村 2013: 251; 2014a: 

133; 2014c: 92）。 

もちろん、そのようなガバナンスはすぐに実現されるわけではなく、理念

的には以下のような経路を辿ると考えられる。まずは、資金の拠出国である

先進国が加重表決制など自国に有利なガバナンスを構築する段階である

（IMF や世界銀行の例）。しかし、それに対して途上国が批判し続けること

により、理事の構成が先進国と途上国とで対等（同数の理事）、あるいは途上

国理事が過半数を占める段階に至る（後述する適応基金の例）。さらに、グロ

ーバル・タックスが財源として導入されることにより、政府代表に加えて多

様なステークホルダーが理事会に参加する段階となる（UNITAIDの例）。最

後に、長期的な展望ではあるが、もし今後さまざまなグローバル・タックス

が実施され、それを管理する超国家機関が多数創設された場合、これらの機

関がどこかの時点で一つに収斂して「グローバル・タックス機関」とも呼べ

る機関ができ、それを民主的に統制する「グローバル議会」のような組織が

創設される段階に到達する可能性も考えられる（Patomäki 2001; 上村 

2009: 333-337; 2014a: 133; 2014b: 79-80; 2014c: 92）。 

最後の段階は詳細な研究が求められるが、欧州連合がその執行機関である

欧州委員会に対して欧州議会を創設し、チェック・アンド・バランスを効か

せる仕組みを作り上げているという事実がその出発点になるだろう。この議

論は本論の主旨から離れるので別稿に譲ることとして、次節ではミクロレベ

ルでのガバナンス、とりわけ気候変動分野のガバナンスに焦点を当てて、具

体的にその変容を検討しよう。 
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2．地球環境ファシリティから適応基金へ 

 

気候変動分野のガバナンスの中核は、国連気候変動枠組条約（UNFCCC: 

United Nations Framework Convention on Climate Change）締約国会議

（COP: Conference of the Parties）と京都議定書締約国会合（CMP: Meeting 

of the Parties）である。COPの下で 1997年に京都議定書が締結され、先進

諸国は二酸化炭素の排出削減、ならびに途上国への資金提供と技術供与を法

的に義務づけられた。この COP と CMP が気候変動ガバナンスの中核であ

るが、その他にも多国間開発銀行によって設立された気候投資基金（CIF: 

Climate Investment Funds）や気候変動に関わる二国間援助などが存在す

る。このような状況はレジーム複合体と表現され（Keohane & Victor 2010）、

この大きな俯瞰図を射程に入れて、ガバナンスを論じる研究も多い（上村・

池田 2014: 247）。 

たとえば、亀山康子は「気候変動への対処のための国際枠組みが、『多国間

中心』あるいは『自主的取り組み中心（二国間協力）』のどちらに向かいそう

か」という問いを投げかけ（亀山・高村 2011: 13-14）、フランク・ビールマ

ン（Frank Biermann）らは、二酸化炭素削減の対費用効果の観点から、分

散的なガバナンス（レジーム複合体）よりも統合的なガバナンスの方が、利

益が大きいと論じている（Biermann et al. 2010: 309）。これに対して、ロバ

ート・コヘイン（Robert Keohane）とデイヴィッド・ヴィクター（David Victor）

は、各国の関心が多様で、関与する能力が異なる気候変動の分野においては、

レジーム複合体の方が統合的かつ包括的なレジームよりも政治的実現可能性

の観点から利点があると論じている（Keohane & Victor 2010; 上村・池田 

2014: 247）。 

しかし、いずれの研究も、気候変動の分野にグローバル・タックスが導入

された場合、それが当該分野のグローバル・ガバナンスにどのような影響を
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与えるかという分析は行っていない。そこで、本節では主としてグローバル・

タックス導入の観点から気候資金に焦点を絞り、とりわけミクロレベルのガ

バナンスの変容の可能性を軸に据えて論を進めていくこととする。 

 

(1) 地球環境ファシリティ（GEF） 

 気候資金ガバナンスの分野で、最初に設立された機関は、既述の GEF で

ある。1991 年 5 月に、GEF パイロットフェーズが 3 年間の期限で始まり、

1994年に世界銀行、UNDP、UNEPの取り決めによって、正式に設立され

た。パイロットフェーズ中は、世界銀行幹部がGEFの責任者を務めるなど、

世界銀行の影響力が大きかっただけでなく、加重表決制を採用している世界

銀行を通じて、先進国も GEF の意思決定プロセスに大きな影響を与えた。

このような先進国優位の意思決定プロセスに反発して、途上国は GEF に替

わる新たな基金を国連気候変動枠組条約（UNFCCC）の下に創設するか、ま

たは先進国と途上国が平等な意思決定権を持つ「グリーン基金」の創設を求

めた（田村・福田 2011: 116-117）。 

 1994年の正式発足までに、実質的な意思決定機関であるGEF評議会の構

成と意思決定方法について、先進国と途上国の間で決裂含みの議論が行われ、

最終的に評議会は、先進国から 14名、途上国から 16名、旧ソ連・東欧から

2 名の合計 32 名の評議員で構成されること、意思決定方式はコンセンサス

方式を採用するが、コンセンサスを得られない場合は投票が行われ、1 国 1

票の基礎票と拠出比例票のそれぞれ 60%の獲得を必要とする、二重加重多数

決制を採用することで合意がなされた（田村・福田 2011: 117-118）。 

 このように、気候資金の分野で最初に設立された GEF は、当初は先進国

や世界銀行の影響力が大きい意思決定が行われてきたが、途上国の反発によ

って、評議会において先進国（旧ソ連と東欧を含める）と途上国の評議員は

同数となった。しかしながら、意思決定方式はコンセンサスを基本としつつ
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も、二重加重多数決制という先進国優位の方式が残され、多くの途上国に不

満を残すこととなった。 

 

(2) 適応基金 

 その後、2001 年の COP7 で採択されたマラケシュ合意により、特別気候

変動基金（SCCF: Special Climate Change Fund）、後発開発途上国気候基

金（LDCF: Least Developed Climate Fund）が創設されたが、いずれも先

進国の主張により GEF の運営主体の下に設立されることとなった。しかし

ながら、GEF のガバナンスに不満を持つ途上国は、適応基金（Adaptation 

Fund）については、これをGEFの信託基金にするべきだと主張する先進国

に反対し、GEFから独立して京都議定書の下に設立するよう要求した。その

結果、適応基金は京都議定書の下に設立されること、そして新たに適応基金

理事会を設置することが決定され、GEFを事務局に、世界銀行を受託機関に

基金が創設されることとなった。 

 適応基金とは、途上国における気候変動の悪影響に対処する適応プロジェ

クトやプログラムに対して資金援助をする機関である。適応基金理事会は、

CMP の定める原則の下で支援対象となるプロジェクトの採否を決定する権

限を持つ。その構成は、5つの国連地域グループからそれぞれ 2名、小島嶼

途上国から 1名、後発開発途上国から 1名、UNFCCC附属書Ⅰ国（先進国）

から 2名、非付属書Ⅰ国（途上国）から 2名の合計 16 名の理事からなり、

途上国の理事が過半数を占めるようになっている。また、意思決定は原則と

してコンセンサスでなされるが、合意が得られない場合は、1国 1票に基づ

く 3分の 2の多数決で採択される。 

 すなわち、理事国の構成として先進国と途上国が同数で、二重加重多数決

制を採用している GEF と比べて、適応基金ではより途上国の声が反映され

るガバナンスとなっている。また、プロジェクトの実施においても、GEFで
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は世界銀行、UNDP、UNEP等の国際機関によって行われるが、適応基金で

は国際機関による実施に加えて、一定の条件を満たせば途上国の国内実施機

関も財源への直接アクセスも認められている（田村・福田 2011: 118-119）。 

 さらに、ジャーマン・ウォッチなど 9つのNGOが「適応基金NGOネッ

トワーク」を創設し、理事会のメンバーと年 3回の対話の機会を持ってNGO

の声を届ける一方、現地でのプロジェクトでは、適応基金は現地の NGOを

含めた国別実施主体（National Implementing Entities）にプロジェクトの

実施を委ね、モニタリングも現地の NGOが中心になって行っている。その

成果もあって、適応基金は気候資金関係の国際機関の中で、最も透明性が高

いとの評価を受けている(10)。 

 GEF、SCCF、LDCFという気候資金に関わる他の基金に比して、適応基

金のガバナンスがより途上国の意向が反映しやすいものとなっている理由は、

気候変動という途上国の協力なしには解決し得ない課題に対して途上国の立

場が強まりつつあること、途上国政府と連携して積極的な活動を行ってきた

国内、国際NGOの影響などが考えられる。しかし、おそらく一番の要因は、

適応基金の財源にあると考えられる。すなわち、適応基金は先進国からの任

意拠出金を受け入れているものの、クリーン開発メカニズム（CDM: Clean 

Development Mechanism）事業から発生する削減相当量（クレジット）へ

の課金を主要な財源としていることが他の基金とは大きく異なる（高村 

2011: 56; 田村・福田 2011: 119）。 

 CDM とは、先進国と途上国が共同で温室効果ガス削減プロジェクトを途

上国において実施し、そこで生じた削減分の一部を先進国がクレジットとし

て得て、自国の削減に充当できる仕組みのことをいう。この時先進国が得ら

れる削減相当量を「認証排出削減量（CER: Certified Emission Reductions）」

というが、そのCERが発行される際に 2%が天引きされ、適応基金の特別口

座に振り込まれる（地球環境戦略機関 2009: 127）。ちなみに、2013年 3月
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の時点で、適応基金の全財源のうち、CER クレジットへの課金は 50％を占

めている(11)。 

このCDM事業への課金は、国境を越えたグローバルな活動に対して国際

機関が実質的に課税し、グローバル公共財に関する活動の財源とするという

観点からグローバル・タックスの一つとみなすことができ、ここにグローバ

ル・タックスがミクロレベルでのガバナンスの変革に影響を与えていること

を看取することができる。 

 

 

3．適応基金からグリーン気候基金へ 

 

(1) 設立の背景 

 グリーン気候基金（GCF）は、2011年 12月に南アフリカ共和国のダーバ

ンで開催された COP17 の場で創設された。その背景には、ポスト京都議定

書の枠組に途上国を入れ込みたい先進国の思惑と、先進国が義務を負ってい

る気候資金の提供を大規模で確実に得たい途上国の要望が合致したことがあ

る。 

これまで途上国は、GEF から気候変動を含む地球環境対策に 105 億ドル

(12)、特別気候変動基金から 1億 8888万ドル(13)、後発開発途上国基金から 3

億 4600万ドル(14)、適応基金からは 1億 6500万ドル(15)の無償援助を受けて

いるが、これらの合計額である約 112億ドルは、気候変動対策に必要な額（年

間 1000 億ドルの単位）に比して、あまりにも小さい。しかし、もしこの資

金ギャップを埋めることができれば、一方で途上国は効果的な気候変動対策

を取れるようになり、他方でそれによりポスト京都議定書の枠組に途上国が

加わることも容易になる。それを具現化するために設置されたのが、GCFで

ある。GCFは COP16で基金創設の方向性が確定し、COP17での創設に向
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けて移行委員会が設置され、委員会の提言を基にCOP17の場で年間 1000億

ドルの資金調達をめざす基金の設立に至った（上村・池田 2014: 249-250）。 

 

(2) グリーン気候基金のガバナンス 

GCFの目的は、気候変動に対処するために国際社会によって設定された目

標の達成に向けたグローバルな努力に対して、重要かつ野心的な貢献をする

ことである。特に、途上国が温室効果ガスを削減し、気候変動の悪影響に適

応できるよう支援することを通じて、低炭素かつ気候変動耐性型開発へのパ

ラダイムシフトをめざしている。そのために、GCFは国内・国際レベルで公

的・民間双方の気候資金の触媒となり、新規で追加的、十分で予測可能な資

金を途上国に供給することを掲げている（GCF 2012a: 2; 上村 2014b: 76）。

また、GCFは一定の独立性を確保しつつ、COP に対する説明責任およびガ

イダンスの下に機能することとなった（福田 2012: 101）。 

GCFは理事会、事務局、暫定受託機関から構成され、事務局はUNFCCC

事務局とGEFが共同でUNFCCC事務局施設内に暫定事務局を設立した後、

2013年 6月に初代事務局長として、シティバンク、世界銀行、アフリカ開発

銀行での勤務経験を持つヘラ・チェイクロウホウ（Héla Cheikhrouhou）を

迎え、同年 12 月には韓国の仁川市に正式に事務局を構えることとなった

（GCF 2013: 1）。他方、受託機関については世界銀行が暫定受託機関を務め、

GCFの運用 3年後に再検討されることとなっている(16)。 

その後の理事会で、理事会の下には、①独立評価ユニット、②独立規範ユ

ニット（Independent Integrity Unit）、③独立補償（矯正）メカニズム

（Independent Redress Mechanism）、ならびに④4つの委員会（倫理と監

査委員会、民間セクター諮問グループ（PSAG: Private Sector Advisory 

Group）、投資委員会、リスク・マネジメント委員会）、さらに事務局の下に

はリスク・マネジメント作業グループと決定作業グループが作られることと



気候資金ガバナンスに見るグローバル・タックスと地球環境ガバナンスの交差 59 

 

なった（Bonner 2014）。 

GCFは緩和、適応、民間セクターファシリティーという 3つの資金アクセ

スのための窓口（window）を設け、具体的な重点領域として、①低炭素交通

とエネルギーへのアクセス、②低炭素発電、③持続可能な土地利用と森林マ

ネジメント（REDD+を含む）(17)、④適応対策の強化・拡大、⑤「知識ハブ」

のような公共財の支援を、2013年 10月に開催された理事会で採択している

（Schalatek & Nakhooda 2013: 2）。 

ここで、最大のポイントとなるのが、理事会の構成と意思決定方法である。

理事は、先進国理事が 12 名、途上国理事がアジア太平洋から 3 名、アフリ

カから 3名、ラテンアメリカ・カリブから 3名、小島嶼諸国から 1名、後発

開発途上国から 1名、それ以外の途上国から 1名の計 12名、合計で先進国、

途上国理事が同数の 24名から構成されることとなった。また、先進国理事、

途上国理事からそれぞれ 1名ずつ議長が選出される共同議長制を敷くことと

なった（GCF 2012b: 3-5）。すなわち、GCF は適応基金の流れを引き継ぎ、

理事数において先進国と途上国が平等となるガバナンスを備えることとなっ

た（上村 2014b: 76; 上村・池田 2014: 250）。 

また、京都議定書第 2 約束期間に入っていないアメリカ、日本、ロシア、

ニュージーランド（オーストラリアと共同代表）、そして京都議定書の義務を

負っていない世界一の二酸化炭素排出国の中国も GCF の理事になっている

点も注目される（上村・池田 2014: 250）。 

さらに特筆されるべきことは、GCFが市民社会や民間企業などの多様なス

テークホルダーの関与を掲げていることである。その一つの体現が理事会へ

のオブザーバー参加である。オブザーバーは二つのカテゴリーに分けられて

いる。一つはいわゆるオブザーバーであり、いま一つは「アクティブ（活動

的）」オブザーバーである（GCF 2012c: 1）。アクティブ・オブザーバーは市

民社会から 2名、民間企業から 2名選出され（ともに先進国と途上国から 1
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名ずつ）、以下の資格を持つ。第一に、理事会での議題に項目を追加すること

を要求できる。第二に、外部の専門家の理事会への招聘を共同議長に推薦す

ることができる。第三に、理事会で参加者に発言することを要求することが

できる。そして、議決権は持たないものの、議長の許可を得て理事会で発言

し、議論に参加することができる（GCF 2012c: 3-4）。一般のオブザーバーに

はこのような資格は与えられていないことはいうまでもない（上村 2014b: 

77; 上村・池田 2014: 250-251）。 

市民社会や民間企業からのアクティブ・オブザーバーの選出プロセスは、

事務局が選定した関連団体から理事会が選んだ独立した組織によって進めら

れ、その上でアクティブ・オブザーバーは以下の 4つの方法で選ばれること

となっている。①市民社会組織や民間企業の投票を通じた自主選出。②市民

社会組織や民間企業の諮問パネルや委員会を通じた自主選出プロセスの促進。

③事務局による事前選出と市民社会組織や民間企業の推薦を基にした理事会

による選出。④これらのプロセスの組み合わせ。ただし、民間企業について

は、市民社会のようにまとまりのあるグループができていないので、③の理

事会による選出が適切であるかもしれないと付言されている（GCF 2012c: 3-

4）。 

結果として、アクティブ・オブザーバーは自主選出で、市民社会からはア

クションエイドのブランドン・ウー（Brandon Wu）と第三世界ネットワー

クのミーナクシ・ラーマン（Meenakshi Raman）が、企業セクターからは気

候市場投資協会（Climate Markets and Investment Association）のアビド・

カルマリ（Abyd Karmali）と持続可能な開発のための世界ビジネス協議会

（World Business Council for Sustainable Development）のグウェン・ア

ンドリューズ（Gwen Andrews）が選出された(18)。 

ここで注目されるのは、自主選出という民主的な手法が採られたこと、な

らびに選出されたメンバーがアクションエイドや第三世界ネットワークとい
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うきわめて「急進的」なNGOのメンバーであるという点である。これはGCF

の理事会として、批判的なステークホルダーの声をしっかりと聴くという意

思表示とみなすことができ、評価できる。実際に、第三世界ネットワークの

ラーマンは、「私たちは理事と同等に扱われ、重要と思われる諸点について意

見を述べることができる。また、議事録に残すために、発言することも許さ

れている」と述べている(19)。 

また、上述のとおり、GCFは 2013年 6月の理事会で、民間セクター諮問

グループの創設を決定した。諮問グループは、4 名の理事に加え、途上国の

企業セクターから 4名、先進国の企業セクターから 4名、市民社会から 2名

の専門家から構成され、理事会に民間セクターとの広範なかかわりや協約に

ついてアドバイスを行うこととなっている（GCF 2014: 1）。 

既述のUNITAIDは、市民社会から 2名、財団から 1名の理事を選出し、

理事会で他の理事と同等の権限を持つことを付与しているので、グリーン気

候基金においてはUNITAIDより政府代表以外のステークホルダーの意思決

定過程への関与は小さい。しかし、「アクティブ・オブザーバー」という新た

なカテゴリーを設け、民間セクター諮問グループを創設するなど、理事会と

いう意思決定の中枢に市民社会が関わることを可能にしているという点は、

特筆に値する。 

また、ここでの意思決定方式は原則としてコンセンサスであり、もし得ら

れない場合は共同議長が休会にして非公式会合を提言することもある。それ

でもなおコンセンサスを得られない場合は、理事会が定める投票によって意

思決定を行うとしている（GCF 2012b: 9）。ただし、既述のアクティブ・オ

ブザーバーであるラーマンは、「コンセンサスが得られないとき、どのように

して意思決定をするのかは未解決のままだ」と述べている(20)。 

さらに、GCF は独立評価ユニットを理事会の下に創設している。GCF は

まだ実際に活動を開始していないので、このユニットがどのような手段で、
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何の評価を行うのかは現時点では不明であるが、さまざまな資金を集めて融

資を行う以上、自らの活動について確固たる第三者評価を行うということで

あるならば、GCF のアカウンタビリティを保証する観点から評価に値する。 

このように、GCFの理事会の構成と意思決定方法、多様なステークホルダ

ーの関与や独立評価ユニットの創設などに鑑みると、IMFや世界銀行はいう

までもなく、GEF や適応基金と比較しても、GCF のガバナンスはかなり公

正なものに設計されているといえるのではなかろうか。 

 

(3) GCFの課題 

 とはいえ、GCFにも数々の課題が垣間見られる。まず、アクティブ・オブ

ザーバーの理念と現状の乖離である。繰り返しになるが、理念としてアクテ

ィブ・オブザーバーは、①理事会での議題に項目を追加することを要求でき、

②外部の専門家の理事会への招聘を共同議長に推薦することができ、③理事

会で参加者に発言することを要求することができ、④議決権は持たないもの

の、議長の許可を得て理事会で発言し、議論に参加することができることと

なっている。しかし、現実には、理事会の議題に項目を追加することも、外

部の専門家の招聘も許されてはいない。さらに、特別に招聘されない限り、

理事会の各委員会やパネルにも参加することもできない（Schalatek & 

Nakhooda 2013: 3-4）。なぜこのような事態になっているかは不明であるが、

これでは「アクティブ」オブザーバーの意味もないし、あらゆるステークホ

ルダーの関与を通じての民主性を確保することにもおぼつかない。 

 次に、民間セクター諮問グループ（PSAG）創設に際しての市民社会専門

家の選出方法である。ラーマンによると、「関連する市民社会団体による議論

を通じて PSAGで市民社会を代表する専門家を選出したにもかかわらず、理

事会は別の専門家を選出した」との問題提起を行っている(21)。これもなぜこ

のようなことが行われたのかは不明であるが、GCFの民主性と市民社会から
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の関与を確実にするためには、今後PSAGの市民社会専門家の選出方法は再

考されるべきであろう。 

 第三に、透明性にかかわる問題がある。たとえば、適応基金などは理事会

の模様はウェッブキャストを通じて、誰でもリアルタイムで見ることができ

るのに対し、GCFの理事会はウェブキャストの利用について承認していない

（Schalatek & Nakhooda 2013: 4）(22)。GCFは公的資金だけではなく、民

間資金も扱うので、すべてを公開することは困難であることは想像に難くな

いが、透明性向上の観点から、何らかの対策を打ち出すべきだと考える。そ

の意味で、理事会の書類が、理事、顧問、アクティブ・オブザーバーに送ら

れるのと同時に、GCF のウェッブサイトにあげられている点は評価できる

（Schalatek & Nakhooda 2013: 4）。同時に、ウェブキャストについても、

一部のセッションは非公開にするなど工夫を凝らしつつ、今後は導入を検討

すべきであろう。 

 第四に、GCFは贈与と融資の双方を扱うことになっているが、融資の場合、

返済のためにプログラムやプロジェクトを通じてある程度の利潤を獲得しな

ければならない。しかし、GCFの目的とする「途上国が温室効果ガスを削減

し、気候変動の悪影響に適応できるよう支援することを通じて、低炭素かつ

気候変動耐性型開発へのパラダイムシフトをめざす」という枠組の中で、確

かな利潤を生み出すことができるのかどうかは疑問符が付く。つまり、可能

な限り公的資金の割合を高め、受益国である途上国に財政的な負担を負わせ

ないようにすることがGCFの基本姿勢であるべきではなかろうか。 

 それに関連して、最後に、GCF が 2014年 11月までに各国から確約され

た公的資金は、93億ドル（9300億円）以下であり(23)、目標とする年間 10兆

円からはあまりにもかけ離れていることを指摘しておきたい。この資金面で

の乖離をどのように埋めていくのか。その答えは GCF サイドからは見えて

こない。 



64 

おわりに―今後の展望 

 

これまで本論は、グローバル・タックスの可能性として、巨額の資金創出、

ならびにグローバル・ガバナンスの変革の可能性について検討してきた。そ

の結果、グローバル・タックスの導入によって、年間 1000 億ドルの単位で

気候変動に要する資金需要が満たされ、ミクロレベルでより公正な気候資金

ガバナンスが構築される可能性が浮き彫りになった。 

ただし、ここで分析の対象とした GCF は 2012 年 8 月に初めての理事会

を開催し、2013年 12月に事務局が韓国に定まったばかりなので、今後の推

移を注意深く見守る必要がある。GCFは、当初は公的セクター、民間セクタ

ーからの贈与、ならびに譲与的な公的ローンのみを受け入れ、いずれ新しい

税のようなオルタナティブな財源を求めるだろうとしているが（Schalatek 

& Nakhooda 2013: 2）、その資金源が実際にどうなっていくのかは決定的に

重要である。なぜなら、GCFの主たる財源が先進国からの拠出金になるのか、

炭素市場からの資金になるのか、民間企業からの調達になるのか、グローバ

ル・タックスの導入によるものになるのかによって、そのガバナンスが変わ

ってくるはずだからである。 

 気候資金の供給は、京都議定書によって先進国の義務とされているので、

GCF の理事会において政府代表理事の権限が小さくなることはないだろう。

しかしながら、巨額の気候資金の必要性、ならびに現在までに GCF が得ら

れた資金（9300億円以下）に鑑みると、今後グローバル・タックスの導入は

おそらく避けられないと考えられる。そしてそれが GCF の財源の中で大き

な比重を占めるようになった時、アクティブ・オブザーバーが本来の役割を

果たすようになるのみならず、長期的には理事に昇格し、理事会の中でより

大きな声を響かせる可能性も否定できない。 

そのようなことが現実になれば、多様なステークホルダーがさまざまな意
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見を意思決定プロセスに反映させることができるようになるという点で、よ

り公正で、望ましいガバナンスが GCF の中で実現することになるだろう。

そして、そのことは、短期的には効果的な気候変動対策の推進に結びつき、

長期的にはより透明で、民主的で、アカウンタブルな地球環境ガバナンスを

創造する糸口になると考えられるのである。 
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